
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

 

 

 公務員連絡会（議長：柴山好憲国公連合委員長）は、先の７月 25 日の人事院給与局

長交渉において、給与改定・住居手当見直しに関し詳細が示されなかったことから、８

月１日、再度、人事院・松尾給与局長との交渉を行った。 

松尾給与局長は、官民較差に関し、月例給は、「プラスではあるが、その幅は昨年よ

りも小さくなる見通し。俸給表全体の改定は難しいが、民間の初任給との間に差がある

ことを踏まえ、若年層に重点を置いて若年層が在職する号俸の改善を行う」とした。 

一時金は、「支給月数が若干の引き上げとなる見通し」を示し、支給月数の引き上げ

がある場合には、勤勉手当に配分する予定であることを示した。 

住居手当に関しては、①手当の

支給対象となる家賃額の下限を

4,000円引き上げる（12,000円→

16,000 円）、②基礎控除額（当該

額を超える家賃を支払う場合に住居手

当支給対象となる。手当額算定時に家賃から控除される額）は16,000円とする、③最高支給限度

額を1,000 円引き上げ、28,000 円とするとした。④見直しは2020 年４月に行う、この

場合、家賃負担額が高い層は若干の改善となるも、家賃負担額が低い層の手当額を引き

下げた原資をもとに配分することから、影響は計り知れない。 

交渉団から、官民較差に関し「全世代へ配慮した配分を求める」こと、住居手当に関

し「90年代から見直しがされていないことを踏まえ、見直し提案は手当が減額される職

員への一定の配慮が必要である。負担を抑制するための措置を人事院総裁交渉で示すよ

う求める」と訴え、遺憾ながらも、住居手当見直し提案を受けとめるとの見解を表明し

た。最後に、人事院総裁交渉に向け要求に応える対応を強く要請し、交渉を終了した（人

事院給与局長交渉の概要は裏面）。 

【見直し概要】

家賃額
16,000円以下
16,100円以上～59,000円未満
59,000円以上～59,200円未満
59,200円以上～ 引き上げ（上限28,000円）

変更なし（27,000円）

住居手当額
支給なし
引き下げ
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人勧は８月第２週

半ば。最終局面の

総裁交渉での６年

連続の月例給・一

時金の着実なプラ

ス勧告回答を！ 



○ 勧告日 

  給与局長： 来週の半ば（７日～８日頃）で調整している。日程は総裁交渉時に示す。 

○ 官民較差（月例給） 

  給与局長：官民較差は、現在、最終的な詰めを行っているが、プラスではあるものの、その幅は昨

年よりも小さくなる見通しである。俸給の引上げを行うこととなった場合でも、較差の程

度を踏まえると俸給表全体の改定は難しいが、民間の初任給との間に差があること等を踏

まえ、初任給に重点を置いて若年層が在職する号俸について改善を行う。 

  交 渉 団：高齢層を含めて全世代へ配慮した配分を求める。 

  給与局長：官民較差が少なく、俸給表の引上げができる最小限の較差。手当の見直しは喫緊に見直

すべきものがない。民間企業で初任給が引き上がっていることや、若年労働市場の競争が

激しいことを踏まえ、若年層に配分すべきと考える。 

○ 官民較差（一時金） 

  給与局長：支給月数が若干引上げとなる見通しである。なお、支給月数の引き上げがある場合には、

勤勉手当に配分することを考えている。 

  交 渉 団：一時金の引き上げを勤勉手当に充てることについて、政府を挙げて少子化対策や働き方

改革をしている最中にあって、育児休業の職員の処遇にとって問題となる。 

  給与局長：一時金の支給方法は民間の考課査定分と勤勉手当の比率を合わせており、公務の勤勉手

当が民間の考課査定分の割合に達していないことを踏まえたもの。 

○ 住居手当 

  給与局長：国家公務員の公務員宿舎の使用料の上昇を考慮し、手当の支給対象となる家賃額の下限

を4,000円（12,000円→16,000円）引き上げる。その原資を用いて、民間の住居手当の

支給状況等を踏まえ、最高支給限度額を1,000円引き上げる（27,000円→28,000円）。 

基礎控除額の参考指標である国家公務員宿舎の平均使用料は20,000円を少し上回るが、

手当額が大幅に減額となる職員が相当数生じる状況や、公務員宿舎使用料の中位階層の額

が16,000円台であることを考慮し、基礎控除額を16,000円にとどめた。 

見直し時期は、2020年４月を予定。 

  交 渉 団：住居手当は 90 年代前半から長年にわたる見直しが行われていない。さらに負担を抑制

するための措置を総裁回答において講じるよう求める。遺憾であるが、見直し提案を受け

とめることとする。 

 

 

 

 

 

 

盛岡市議選まで20日を切った。『野中やすし』勝利に向け追

い込みを行っている。『野中やすし』の支援の輪は広がってい

るが、厳しい選挙戦が見込まれるため、一人ひとりの後押しが

不可欠。８月 18 日告示までに組合員の１行動をぜひお願いし

たい。後悔してからでは遅い。家族・友人・知人に広めてほし

い。最後までの取り組みへの結集を重ねて要請する。 


